
外来医療に係る偏在指標を定め、また外来医療に関する情
報を可視化して、その情報を新規開業希望者等へ情報提供
するとともに、地域の医療関係者等において外来医療機関
間での機能分化・連携の方針等について協議を行い、協議を
踏まえた取組を推進することを目的として、「滋賀県外来医
療計画」を策定している。
現行計画の期間は、令和５年度（2023年度）までであるため、
令和６年度（2024年度）以降に向けて本計画を改定する。

Ⅰ 計画改定の趣旨

[計画期間] 令和６年度～令和８年度滋 賀 県 外 来 医 療 計 画 の 概 要

○医療法第30条の４第１項の規定に基づく医療計画の一部
（外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項）とし
て策定

Ⅱ 計画の位置づけ

第１章 基本事項
１ 計画策定の趣旨
２ 計画の位置づけおよび期間
３ 区域単位

第２章 外来医療機能の現状
１ 外来医療の現状
２ 滋賀県の外来医療提供体制

第３章 外来医師偏在指標
１ 外来医師偏在指標
２ 外来医師多数区域
３ 外来医師偏在指標等の公表

第４章 新規開業希望者等に対する情報提供
１ 地域に求められる医療機能
２ 新規開業希望者等に対する情報提供
３ 外来医師多数区域における新規開業希望者による届出
および届出の際に求める事項

第５章 外来医療に関する協議の場の設置
１ 外来医療機能に関する協議
２ 地域で不足している外来医療機能
３ 外来医療の機能の明確化・連携

第６章 医療機器の効率的な活用
１ 医療機器の効率的な活用に関する考え方
２ 医療機器の保有状況
３ 医療機器の配置状況
４ 医療機器に関する協議の場の設置
５ 医療機器の効率的な活用のための検討

第７章 計画の推進
１ 進行管理

Ⅲ 計画の構成

Ⅳ 計画の概要

○ 地域ごとの外来医療機能の偏在・不足等の客観的な把握を行うために、診療所の
医師の多寡を外来医師偏在指標として可視化する

〇 診療所の外来医療需要・人口および将来の変化、患者の流出入等、へき地の地理
的条件、医師偏在の種別を考慮した指標

○ 外来医師偏在指標の値が全国上位33.3％に該当する二次医療圏を、外来医師多
数区域と設定する

外来医師偏在指標

圏域名

前回策定時（R2.3） 今回改定時（R5.11）

外来医師
偏在指標

全国順位
（335二次
医療圏中）

区 分
外来医師
偏在指標

全国順位
（330二次
医療圏中）

前回順位
（R2.3）

比較
区 分

大 津 118.0 55位
外来医師
多数区域 125.7 41位 ↑14

外来医師
多数区域

湖 南 98.5 156位 105.3 135位 ↑21

甲 賀 83.5 267位 86.5 252位 ↑15

東 近 江 95.0 183位 94.8 200位 ↓17

湖 東 101.2 142位 98.2 180位 ↓38

湖 北 90.2 226位 98.2 181位 ↑45

湖 西 93.9 195位 94.1 206位 ↓11

《滋賀県の二次保健医療圏別外来医師偏在指標》

○ 外来医師偏在指標および外来医師多数区域である二次医療圏の情報や、医療機関
のマッピングに関する情報等、開業に当たって参考となるデータと併せて公表し、
新規開業希望者等に情報提供する

○ 外来医師多数区域においては、届出様式を定め、新規開業希望者に対し、地域で不
足する医療機能を担うことに対する考え方を確認する

○ 届出の内容については協議の場において確認を行う

新規開業希望者等に対する情報提供

○ 各圏域に設置されている地域医療構想調整会議を地域で不足する外来医療機能や
外来医療機能の機能分化・連携について議論を行う、協議の場として活用する

○ 外来医師多数区域においては、新規開業希望者に対して、協議の内容を踏まえて、
初期救急（夜間・休日の診療）、在宅医療、公衆衛生 （学校医、産業医、予防接種
等）等の地域で不足する医療機能に関する情報を提供する

○ 外来医療機能の明確化・連携に向けて、各地域医療構想調整会議で協議を行い、医
療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う紹介受診重点医療機関を決
定し、公表する

外来医療に関する協議の場の設置

【参考】無床診療所の開業規制を行う場合の課題

・自由開業制との関係（現行制度上、医師免許は開業免許と位置付けられており、
憲法で保障された営業の自由との関係の整理が必要）

・国民皆保険との関係（国民皆保険を採用する我が国においては、保険上の制限
も実質上の開業制限）

・雇入れ規制の必要性（開業規制を行うのであれば、雇入れ規制が必要であるが、
これは事実上困難）

・新規参入抑制による医療の質低下への懸念（新規参入がなくなれば、医療
の質を改善・向上するインセンティブが低下する懸念）

・駆け込み開設への懸念（病床規制を導入した際は、S59～H3 の間に238,916
床増床）

医療機器の配置状況に関する情報提供
○ 地域の医療ニーズを踏まえ、地域ごとの医療機器の配置状況を医療機器の種
類ごと（CT、MRI、PET（PETおよびPET-CT）、放射線治療（リニアックおよび
ガンマナイフ）、マンモグラフィの項目ごとに）に指標化し、可視化する
○ 医療機器の配置状況に関する指標に加えて、医療機器を有する医療機関につ
いてマッピングに関する情報等について情報を公表する

医療機器の稼働状況に関する情報提供
○ 令和５年４月１日以降に医療機器を新規購入した医療機関は、医療機器の稼
働状況（医療機器の利用件数や共同利用の有無等）について、県へ報告し、県は
報告された稼働状況を、協議の場において報告する
○ 報告があった稼働状況は、医療機関や金融機関等の関係者に情報提供を行う

医療機器に関する協議の場の設置・効率的な活用のための検討
○ 外来医療機能の協議の場を活用する
○ 医療機器の種類ごとに共同利用の方針について協議を行い、結果を公表する
○ 医療機関が医療機器を購入する場合には、共同利用に係る計画の作成を検討
し、県は提出された計画を定期的に協議の場において確認する

目標

目標項目 目標（令和８年度）

外来医療に対して満足する県民の割合 計画初年度より上昇

各紹介受診重点医療機関の紹介率・逆紹介率 計画初年度より上昇

医療機器の共同利用計画作成数 計画初年度より増加

医療機器の効率的な活用
紹介受診重点医療機関

圏域 医療機関名

大津
地域医療機能推進機構滋賀病院、滋賀医科大学医学部附属病
院、大津赤十字病院、市立大津市民病院

湖南
淡海医療センター、淡海ふれあい病院、県立総合病院、済生
会滋賀県病院、市立野洲病院

甲賀 公立甲賀病院

東近江 近江八幡市立総合医療センター、東近江総合医療センター

湖東 彦根市立病院

湖北 市立長浜病院、長浜赤十字病院

湖西 高島市民病院

令和５年（2023年）11月１日時点

※毎年度の協議の結果、変更される可能性があります
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【紹介受診重点外来の基準と医療機関の意向の考え方】

「紹介受診重点外来の基準を満たす×意向あり」の場合

・ 特別な事情がない限り、紹介受診重点医療機関となることが想定される。

「紹介受診重点外来の基準を満たす×意向なし」の場合

・ 当該医療機関の意向が第一であることを踏まえつつ、当該地域の医療提供体制のあり方を協議の上、２回目の協議に改めて意向を確認する。

「紹介受診重点外来の基準を満たさない×意向あり」の場合

・ 紹介受診重点外来に関する基準に加え、紹介率・逆紹介率等を活用して協議を行う。

１

２

３

外来機能報告制度を活用した紹介受診重点医療機関に係る協議の進め方
意向あり

▪ 紹介受診重点医療機関
＊「外来医療に係る協議の場」での確認

意向なし

▪ 「外来医療に係る協議の場」での協議
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▪ 「外来医療に係る協議の場」での協議

「外来医療に係る協議の場」での協議

地域性や医療機関の特性等を考慮して
協議（１回目） 協議を再度実施（２回目）

医療機関の意向と異なる結論
となった場合

１ ２

３

（参考）「外来機能報告等に関するガイドライン」 1

別紙

協議フローについて

（参考）「外来機能報告等に関するガイドライン」

協議の場での再協議が求められる

紹介受診重点外来の

基準*1確認
紹介受診重点医療機関

における意向の確認 結論 方向性

協議の場（２回目）

報告対象医療

機関

基準を満たす

基準を満たさ

ない

医療機関の意向
あり

医療機関に意向
なし

医療機関の意向
あり＊2

医療機関に意向
なし

相違なし

相違あり

相違なし

相違あり

相違なし

相違あり

紹介受診重点医療機関とな
ることを確認

再協議

紹介受診重点医療機関にな
らないことを確認

再協議

紹介受診重点医療機関となるこ

とを確認・再度の説明＊3を要求

再協議

対象外

紹介受診重点医療機関とな
ることを確認

紹介受診重点医療機関にな
らないことを確認

紹介受診重点医療機関とな
ることを確認

対象外

紹介受診重点医療機関にな
らないことを確認

１

２

３

協議の場（1回目）
結論・方向性

紹介受診重点医療機関となるこ

とを確認・再度の説明＊3を要求

2

＊1 紹介受診重点外来の基準：
・初診基準：40％以上（初診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の件数の占める割合）
・再診基準：25％以上（再診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の件数の占める割合）

＊2 紹介率50%以上かつ逆紹介率40%以上を参考の水準とする。
＊3 基準の達成に向けたスケジュール等を書面又は口頭で説明を求め、その内容を公表する。


